
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日町 学校施設の長寿命化計画 
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（１）学校施設の長寿命化計画の背景・目的等 

 ① 背景 

朝日町の学校施設は、昭和１０年代から２０年代に急激な人口増加に伴う児童生徒数の増加にあ

わせて集中整備され、その後、昭和３０年代から平成、令和にかけて児童生徒数の減少に伴い、学

校施設の統廃合が 行われてきた。 

平成２３年には朝日中学校で校舎を改築しているほか、平成２９年にはさみさと小学校の大規模

改修が行われている。 

上記のような児童生徒数の減少傾向は、今後も続くことが予想されており、この需用減少に対す

る施設維持と予算とのバランスをとることが喫緊の課題となっている。 

 

 

 ② 目的 

「朝日町学校施設の個別施設計画（以下「本計画」という。）」は、上記の背景を踏まえて学校施

設を総合的観点で捉え、長寿命化できるものは長寿命化し、適正に改修・建替えするとともに、教

育環境の質的改善も考慮しながら改修・建替え等を検討するための詳細診断の優先順位を設定しつ

つ、これに要するコストの縮減と平準化を図ることを目的として策定する。 

なお、本計画は朝日町公共施設等総合管理計画に基づく計画として位置づけるとともに、施設整

備計画は本計画に基づき策定していくこととする。 

 

様式１－１ 



 

 

 

 

 

 ③ 計画期間 

令和２年度から令和４１年度までの４０年間を整備保全計画期間とする 。また、実施実行につい

ては、施設の老朽化状況等の実態 を継続的に把握し、ＰＤＣＡサイクルによる実行システムを構築

する。また、本計画については５年ごとに見直す 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 対象施設 

 

学校 

小学校 ２校 

中学校 １校 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式１－２ 



 

 

 

 

 

（２）学校施設の目指すべき姿 

 

 

 

様式２ 



 

 

 

 

 

（３）学校施設の実態 

① 学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

１）対象施設一覧 

 

本町には、小学校２校、中学校１校の合計３校の学校施設がある 。小学校全体の延床面積は 

13,257㎡ 、中学校全体は 7, 844 ㎡ となり、小・中学校合わせた延床面積は、21,101 ㎡ になる 。 

小学校及び中学校の１校当たり延床面積は、下記のとおりとなる 。 

 

  図表 施設一覧                      （令和７年４月１日時点） 

名称 住所 延床面積 

（㎡） 

建築年度 児童生徒数（人） 学級数 

通常 

学級 

特別 

支援 

通常 

学級 

特別 

支援 

小学校 あさひ野小学校 富山県下新川郡 

朝日町藤塚 31 

5,651 平成 11 80 3 6 2 

さみさと小学校 富山県下新川郡 

朝日町沼保 770 

7,606 平成 6 252 

 

11 12 2 

小学校計  13,257  332 14 18 4 

中学校 朝日中学校 富山県下新川郡 

朝日町南保 15-5 

7,844 平成 23 175 8 6 2 

中学校計  7,844  175 8 6 2 

小・中学校計  21,101  507 22 24 6 

  ※建築年度は、教室棟・特別教室棟で最も古い建物の建築年を採用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式３－１ 



 

 

 

 

 

２）児童生徒数の推移 

 

【小学校】 

小学校の児童数は、令和７年４月１日現在３４６人（２２学級、特別支援学級４を含む）で

ある。令和１７年度の児童数推計値は１３０人で、現在の約３８％となっている。 

【中学校】 

中学校の生徒数は、令和７年４月１日現在１８３人（８学級、特別支援学級２を含む）で

ある。令和１７年度の生徒数推計値は９５人で、現在の約５２％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）投資的経費の推移 
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３）学校施設の配置状況 

地 

町全体の小学校児童数は、令和１２年度までの今後５年間において約１４０人減少することが予測

される。また、中学校生徒数は、令和１２年度までの今後５年間において約１０人減少することが予

測される。 

現在、標準規模のさみさと小学校は学級数が減少し、小規模の学校に移行していくことが想定さ

れる。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

さみさと小学校 

あさひ野小学校 

朝日中学校 

様式３－３ 

さみさと小学校区・12～24学級（標準規模） 

あさひ野小学校区・６～11 学級（小規模） 

小学校区の色分け・学級数 

学校位置・児童数の増減（Ｒ７→Ｒ１２年度） 

－１人 ～ －３０人 

－３１人 ～ －５０人 

－１００人 ～  



 

 

 

 

 

４）施設関連経費の推移 

 

令和２～６年度の５年間の学校教育施設の施設関連経費は、約３．０千万～約７．２千万円で、 

５年間の平均は約５．１千万円/年となる。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式３－４ 



 

 

 

 

 

５）学校施設の保有状況 

  

計画対象の小中学校は、築３０年以上の建物が約1.0万㎡（４８％）と、老朽化が進んで

いる。５年後には７４％が老朽化する。 

従って、現在、築５０年以上の建物はないが、長寿命化による対応の可能性を検討する

必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式３－５ 



 

 

 

 

 

 ６）今後の維持・更新コスト（従来型）  
 

４０年で建替える従来の修繕・改修を今後も続けた場合、今後４０年間のコストは１０１

億円（２．５億円/年）かかる。これは、直近５年間の投資的経費０．５億円/年を５倍上回

る。従来の建替え中心の整備を継続することは不可能と言え、対応策を検討する必要がある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

②学校施設の老朽化状況の実態 

１）構造躯体の健全性の評価及び構造躯体以外の劣化状況等の評価 

 

①学校施設の健全性 

下記の一覧表のとおり評価する。 

②学校施設の老朽化状況の実態 

評価基準 

目視による評価         経過年数による評価 

【屋根・屋上・外壁】      【内部仕上げ、電気設備、機械設備】 

 

健全度 

和（部位の評価点×部位のコスト配分）÷６０ 

  

 

 

 

 

 

基準 2025

1 239 さみさと小学校 校　教室棟 1-1 小学校 校舎 RC 3 2,886 1994 H6 31 新 - - - - 長寿命 A A B B B 84

2 239 さみさと小学校 校　管理棟 1-2 小学校 校舎 RC 3 3,018 1994 H6 31 新 - - - - 長寿命 A A B B B 84

3 239 さみさと小学校 屋　体育館 2 小学校 体育館 RC 1 1,236 1995 H7 30 新 - - - - 長寿命 A A B B B 84

4 240 あさひ野小学校 校　教室棟 1-1 小学校 校舎 RC 2 2,394 1999 H11 26 新 - - - - 長寿命 B B B B B 75

5 240 あさひ野小学校 校　管理棟 1-2 小学校 校舎 RC 2 1,897 1999 H11 26 新 - - - - 長寿命 B B B B B 75

6 240 あさひ野小学校 屋　体育館 2 小学校 体育館 RC 1 945 1999 H11 26 新 - - - - 長寿命 B B B B B 75

7 3622 朝日中学校
屋　ランチルーム
渡り廊下

10 中学校 校舎 RC 2 308 1982 S57 43 新 - - - - 長寿命 C C C C C 40

8 3622 朝日中学校 校　ランチルーム 11-1 中学校 校舎 RC 2 1,143 1982 S57 43 新 - - - - 長寿命 C C C C C 40

9 3622 朝日中学校 屋　体育館 11-2 中学校 体育館 S 2 1,144 1982 S57 43 新 - - - - 長寿命 C C C C C 40

10 3622 朝日中学校 校　教室棟 13 中学校 校舎 RC 2 2,367 2011 H23 14 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

11 3622 朝日中学校
校　正面玄関
ホール

14 中学校 校舎 RC 2 423 2011 H23 14 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

12 3622 朝日中学校 校　管理棟 15 中学校 校舎 RC 2 2,178 2011 H23 14 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

13 3622 朝日中学校
校　ランチルーム
渡り廊下

16 中学校 校舎 S 2 281 2011 H23 14 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100

構造躯体の健全性

試算上
の区分

基準 診断 補強
調査
年度

圧縮
強度
（N/㎟）

長寿命化判定

構造
延床
面積
（㎡） 西暦 和暦

築年
数

施設名 建物名 棟番号
固定資
産台帳
番号 学校種別

建物基本情報

通し
番号

学校
調査
番号

用途区分 耐震安全性

建物用途
階数

建築年度

劣化状況評価

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

備考
電
気
設
備

機
械
設
備

健全度
（100点
満点）

建物情報一覧表
：築30年以上：築50年以上

Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

様式３－６ 



 

 

 

 

 

２）今後の維持・更新コストの把握（長寿命化型） 

 

建替え中心から改修による長寿命化に切り替えていくためには、計画的に機能向上と機能

回復に向けた修繕・改修を建物全体でまとめて実施する必要がある。 

建物を長寿命化した場合、今後４０年間の維持・コストは総額約８２億円（２億円/年）

となり、従来の建替え中心の場合の１０１億円（２．５億円/年）より総額１９億円 

（０．５億円/年）、約１９％の縮減となる。ただし、投資的経費０．５億円に対してま

だ４．１倍のコストがかかるため、長寿命化だけでは今後の財政に対応できない状況である。 

 

  

様式３－７ 



 

 

 

 

 

（４）学校施設整備の基本的な方針等 

 ① 学校施設の規模・配置計画等の方針 

 １）学校施設の長寿命化計画の基本方針 
 

公共施設等総

合管理計画の 

基本方針 

①施設の適切な保全：住民が安全に安心して生活できる施設環境を整えることを推進する。 

②施設の統廃合、複合化、用途転換：人口減少と超高齢化に対応することを推進する。 

③施設の環境改善と質的向上：人口減少による地域環境の変化や住民ニーズに適切に対応した

公共サービスを提供することを図る。 

④施設の総合的管理と一元化：効率的で適切な施設管理を実現することを推進する。 

⑤「オール朝日町」での協働：町民、地域、団体、事業者、行政が連携して推進する。 

公共施設等総

合管理計画の 

施設類型別方

針 

【学校】 

①点検・診断等の実施方針 

自主点検・診断等による当該点検結果を活用、蓄積し部署を超えて共有し、維持管理等の効 

果的・効率的な実施に活用する。 

②維持管理・修繕・更新等の実施方針 

点検・診断等のデータの活用や全庁的な維持管理費等の一元的な把握により計画的な維持管 

理・修繕・更新等を行い、ライフサイクルコストの縮減と平準化に努める。 

③長寿命化の実施方針 

今後も長期間の利用が見込まれる施設については、点検・診断等の結果を活かし、予防保全 

の措置を講じる等、建物の長寿命化を推進する。 

④安全確保の実施方針 

点検・診断等の結果、児童生徒や教職員等利用者にとって危険性があると判断された場合に

は、応急的な修繕等の措置を講じる。 

⑤施設総量適正化や維持管理経費削減の実施方針 

学校教育系施設の新設や更新は、その必要性や規模を検討しつつ整備・更新を行い、縮小や

廃止ができる施設については統合・集約・除却を行う等、施設総量の適正化を図る。 

 

 

学校施設の長

寿命化計画の 

基本方針 

①計画的保全による長寿命化の推進 

・今後躯体の健全性の詳細調査を随時実施し、可能な建物は８０年に長寿命化を推進する。 

・適切な維持管理、長寿命化による財政負担の平準化及びライフサイクルコスト縮減に努める。 

②施設保有量の最適化 

・地域の実状に応じた機能の再編に努める。 

・小中学校の適正規模、適正配置を推進する。 

③町民ニーズに対応した施設の活用 

・学校の多目的利用、複合化を推進して地域のコミュニティと防災の拠点化を図る。 

 

様式４－１ 



 

 

 

 

  ２）学校施設の規模・配置計画等の方針 

 

・適正配置の方策 

朝日町の全３校の小中学校は町内にバランスよく配置されており、資産経営の中心となる施設用途

であることから、原則として現在の配置を維持していく。 

標準的な規模でない場合に適正配置を実施する際の方策については、次の３つを基本として検討す

る。 

①通学区域の再編 

近隣に規模の大きな学校がある場合、対象となる規模の小さな学校の通学区域に規模の大きな学 

校の通学区域の一部を編入すること。 

②隣接校との統合 

隣接して小規模な学校や標準的な規模の学校がある場合、規模や通学条件などを考慮したうえで、 

統合すること。 

③小規模特認校制度の活用 

学校の教育活動に特色を持たせ、町内全域から希望する児童生徒を受け入れる小規模特認校とす 

ること。 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式４－２ 



 

 

 

 

②改修等の基本的な方針 

 

 

 

１）長寿命化の方針 

  

 今後は、建替えから長寿命化改修による建物の長寿命化に切り替え、部位改修を併用した整備を行う。

以下に長寿命化改修を実施した場合の修繕・改修周期を示す。 

 

  

築２０年目 

中規模修繕 

築４０年目 

長寿命化改修 

築６０年目 

中規模修繕 

経年劣化による損耗、機能低

下に対する機能回復工事 

経年劣化による機能回復工

事と、社会的要求に対応する

ための機能向上工事 

経年劣化による損耗、機能低

下に対する機能回復工事 

・屋上防水改修 

・外壁改修 

・設備機器更新 

・劣化の激しい部位の修繕 

・故障、不具合修繕 

・防水改修（断熱化） 

・外壁改修 

・開口部改修 

・内部改修（床・壁・天井） 

・設備改修 

・グラウンド改修 等 

・屋上防水改修 

・外壁改修 

・設備機器更新 

・劣化の激しい部位の修繕 

・故障、不具合修繕 

様式４－３ 



 

 

 

 

（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

① 改修等の整備水準 

 

長寿命化において配慮すべき性能に対して、各部の整備レベルを設定し、対費用効 

果を考慮して、最適な仕様を設定する。また、将来の社会的要求水準の高まりへの対応、

建物の整備レベルの統一を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式５ 



 

 

 

 

② 維持管理の項目・手法等 

 

 

持 

５年ごとに点検を実施 



 

 

 

 

  

（６）長寿命化の実施計画 

① 改修等の優先順位付けと実施計画 

 

今後５年間の計画には、空調設備の更新や照明のＬＥＤ化改修等が予定されており、過去

５年間の投資的経費の平均０．５億円/年で平準化することは困難であることから、過去10

年間の投資的経費の平均1．０億円/年で平準化し、下記に示す整備内容で設定する。 

整備基準としては、①長寿命化改修は、構造躯体の健全性が良好な学校とし、②③部位別

改修は、施策への対応、設備等の大きなコストのかかる更新サイクルへの対応を見据えなが

ら実施する。 

 

 

今後５年間の予算配分の考え方としては、下記に示すコスト配分で設定する。財源につい

ては、国の補助金や過疎対策事業債等の起債、公共施設等整備基金など、適切かつ効果的に

活用し、財政負担を軽減する。 

投資的経費１．０億円/年 

   

整備内容

①長寿命化改修 これまでの実績により設定

部 ②施策への対応 バリアフリー化 トイレ改修

位 エレベーター改修 非構造部材

改 ③設備等大きなコストのかかる 電気設備

修 　更新サイクルへの対応 ボイラー　など 同上

④その他施設整備　 グラウンド　など

⑤修繕費

⑥光熱水費・委託費

様式６－１ 



 

 

 

 

 

 

② 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果～維持・更新の課題と今後の方針～ 

 

４０年間の計画は、長寿命化による維持・更新コストの総額８２億円を平準化する。 

今後２０年間は長寿命化改修が中心となり、その後の後半２０年間は大規模改造が 

中心の整備となる。 

今後の学校施設の維持・更新コストは、長寿命化をしても過去５年間の投資的経費 

の約４．１倍に増加すると見込まれている。児童生徒数が減少する中で施設の維持・ 

更新費用が増加するという矛盾を抱えており、①施設保有のあり方、②維持・更新 

コストの削減及び財源確保は大きな課題となる。個々の学校施設の長寿命化だけでは 

限界があることから、財政制約ラインとコストとの乖離を埋めていくため、学校施設 

の配置や規模、運営面・活用面等に及び多面的な見直しが必要であり、適正化に向け 

た総合的な取組みの方針を明確にする必要がある。 

 

⇒長寿命化にとどまらない対応方策により維持更新コストを縮減 

または、財源確保により財政制約ラインを引き上げる必要がある。 

 

 

 

 

様式６－２ 



 

 

 

 

 

 

（７）長寿命化計画の継続的運用方針 

 ① 情報基盤の整備と活用 

教育委員会にて、施設の基本情報、光熱水費をはじめとする運営経費、工事履歴や 

劣化情報を一元管理していく。 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 推進体制等の整備 

学校施設の所管課である教育委員会を中心に、本計画を含む学校施設のマネジメン 

トを行っていくが、必要に応じて財務課や建設課等と相談しながら、全庁的な体制で 

対応を図っていく。また、日常の施設管理の質を向上するため、巡回点検や各種報告 

書を活用して不具合箇所の早期把握と対応を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ フォローアップ 

本計画は、学校施設の改修や建替えの優先順位を設定するものであり、朝日町総合

計画のなかで年次及び個別の事業費を精査していく。また、事業の進捗状況、劣化調

査などの結果を反映して本計画は見直しを図るものとする。 

 

 

様式７ 


